第１６９回国会　予算委員会　議事録抜粋
平成二十年一月三十一日（木曜日）午後の部　増田寛也総務大臣との質疑の後
○内閣総理大臣（福田康夫君）　今、退職手当債ということでお話しになられましたけれども、今総務大臣の言っている理由も分かるんですけれども、やっぱり、これは計画性を持っているかどうかという、そういうことも極めて大事だと思います。それはもう委員のおっしゃるとおりでありまして、そういう意味では、この債券が、これが償還可能な範囲であるということであるならばある程度許されることではないかと思います。しかし、もちろん財政規律ということを考えれば極力抑えなければいけない、また中長期的にこういう問題をあらかじめ考えて計画を進めていくということも必要なんだろうと思います。
　今までのように経済成長もない時代になりまして、まさにこういう計画性というのは非常に大事になってくるというように思いますので、将来のことを余り当てにしてやらないようなしっかりした規律を持つ、より厳しい規律を持つということはこれから必要だというふうに思っております。
○田中康夫君　この退職手当債は十年間出すことを許可しているんです。是非この問題に関しても前向きに、不都合な制度は改革していただきたいと思います。
　続いて、洞爺湖サミットを迎える福田さんにお聞きをいたします。
　日本の森林の面積というものは日本の面積の約七割近くを占めております。森林の国のように見えるカナダあるいはアメリカも森林の面積は三割でございます。日本の森林の約半分は人工林でございまして、これは例外なく杉やヒノキという針葉樹ですので、間伐ということを行いませんと、雨後のタケノコのままで、幹が太くならず、森林の公益的価値が損なわれてまいります。ところが、日本の林野庁の予算というのは年間約三千七百億円から八百億円でございます。
　先日、大河原雅子議員が代表質問をしたところ、福田さんが色をなされましたけれども、群馬県の山奥で不要不急な八ツ場ダムというのは八千八百億円の金額でございます。一つのダムを造るのの半分の金額が林野庁の予算。また、その中の、林野庁の予算の中で森林の間伐や整備に使っているのは更にその一〇％に満たない三百億円程度でございます。今回、サミットをするからといって水産庁から五十億円、農水省から百億円かき集めてきてもそのような状況。六年間間伐をするといいますが、六年たっても日本の人工林の三分の一は間伐をしないで荒れたままだということです。
　なぜ巨大な、大変失礼ですが、福田ダムのわずか二十五分の一の金額しか森林整備に使わないこの日本が、果たして洞爺湖サミットでＣＯ２を削減する、地球温暖化を防ぐということを議長として公言できるのでありましょうか。御見解を首相に、福田さんにお聞きします。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　まず、概括的なことを申し上げます。詳細はまた農林水産大臣に聞いていただきたいと思いますけれども。
　森林整備は国土の保全、水源の涵養、また地球温暖化防止と、おっしゃるとおりの目的を持っているわけでありまして、また森林の多面的な機能というものは十分発揮されるようでなければいけないと思います。そういうために、間伐を推進するとか、長期的な視点に立って広葉樹林化等による多様で健全な森づくりを推進するという考え方を基本といたしております。
　今、ダムで八千何百億、私も詳細よく分からないんですけれども、そういうような金額、これは何十年にわたって支出しているわけですね。三百億というんですか、それは単年度ですか、ちょっとよく分からないんで、申し訳ないけれども。そこで単純な比較というのは難しいというように思います。
○田中康夫君　三百億円は日本の借金五時間分でございますよ。
　森林の整備というのは一ヘクタール、人件費を含めて三十五万円でできます。そのうち人件費が二十二万円です。すなわち三分の二以上は地域の方々の雇用につながるわけです。私は是非とも、サミットを仮に福田さんが議長として開催されるという御意思がおありになるのであれば、日本の人工林をすべて間伐をする、そのことによって温暖化を防ぐということを実行していただきたいと思います。
　私は知事時代に、大変に厳しい財政再建をする中で、森林整備の面積あるいは予算を二・五倍にいたしました。ほぼ県の財政です。しかし、これは先ほど言ったように、わずかな金額でできるんです。
　そして、こちらを御覧ください。（資料提示）これは、軽井沢に設置をいたしました、県内各地に設置をした信州型の木製ガードレールです。ガードレールを造っているのは、日本に鉄のガードレールを造っている会社はわずか四社しかございません。談合状態の高値であります。木のガードレールを、これはつくば市にある日本自動車研究所に持ち込んで、鉄と同じ強さであるという認証を国土交通省から受けて設けたものであります。一キロ当たり、間伐をするところから製材をして設置をするまですべて地元雇用でありますから、二百九十一人という雇用になります。鉄のガードレールは設置をするだけでございますから、大きな都会にある会社から買ってきて、わずか設置費用だけで一キロ当たり地元雇用は五十八人でございます。すなわち五倍の雇用になるということです。
　今日は、予算委員の佐藤信秋さんが国土交通次官だったときに私がこのお話をしましたら、いやあ、いい公共事業だなと、これなら国土交通省も胸を張れるので予算組もうとおっしゃいましたよね。私も有り難いと思った。ところが、地元選出の自由民主党の議員の方が、やいだ、何だ、ううだと言われて、それは日の目を見なかったんです。そうしたことをなさってこそ税金をちょうだいしている政権与党ではございませんか。私はこのことを申し上げたい。
　そして、ダムを造り続けているのは、慣行水利権というものは明治二十九年から変わってないんです。水田の面積は昭和三十年代の半分です、自給率を高めなければいけないとはいえ。その慣行水利権をお持ちの方、工業用水の方もいます、こうした方から水利権を、良い意味で、水は皆のものです、返上していただいた企業や農水者には減税をするというような形も、私はサミットをする国らしいと思っております。
　そして、道路に関してでございます。
　実は、日本の電線地中化をしているのはわずか道路特定財源の中の三％にすぎません。こうしたところにきちんとお金を使うということが大事であると思います。
　総理に、この点に関しても御意見をお聞きしたいと思います。
○国務大臣（冬柴鐵三君）　その写真を見ても、大変美しくて周りの風景ともマッチしておりますし、また間伐材を利用して造られたということは大変すばらしいことだと思います。
　しかしながら、先ほど知事もおっしゃられましたように、防護さくの単価は、木製防護さくの場合はメーター当たりで二万一千七百円、そして鋼製の防護さくの場合は五千六百二十円でございまして、やはり四倍ないし五倍の差があるものですから。長野県では十九キロメートルの防護さくを設置されました。しかしながら、これを全国に広げるということは、鋼製の防護さくの場合それほど安くできるということから、一般に広がらなかったということをまず申し上げたいと思います。
　それから、踏切と電線ですか。これについても、もう本当にパリの五十倍、東京の二十三区はですね、の踏切がございます。
　これはいろいろな沿革があると思うんですが、パリは地下鉄が物すごく普及しているということ、それから地域が東京二十三区から比べればずっと狭いということを考えますと、それでも東京は多過ぎます。これは、やはり鉄道から始まって都心の中まで鉄軌道が平面で走っているということが非常に大きなところだと思います。踏切の数を東京二十三区を六百七十三と見た場合に、ロンドンではわずか十、パリは十四ということですから、比較になりません。しかしながら、そういう実態があることは事実でございまして、道路特定財源を活用いたしまして、連続立体交差とかそういうことで踏切、あるいは電線の地中化、共同溝というものを進めなければならないという課題があると思います。
○田中康夫君　拍手される公共事業の在り方に関しては、民主党の菅さんを始めとする方と具体的に予算を提案してまいりたいと思っております。
　福田さん、大規模な増税こそ構造改革だなんて、これぞ時代錯誤の発想だと言った学者がおります。これに関して御所見を少しお聞きしたいと思います。
○内閣総理大臣（福田康夫君）　増税をするということは、これは特定財源のお話おっしゃっているんですか。一般論ですね。一般論でよろしいですね。
　それは増税をしないですべてやっていけるんであればこんなにいいことはないと思います。そういう意味で、出る方も一生懸命削減しながら効率的に使うという努力をしなければ当然いけません。しかし、と同時に、増税しないで、そして今あるサービスを削らなきゃいかぬというようなことになってもこれもいけないということになりますから、その辺は全体見ながらどういう議論をしていくかというのはこれからの問題だと思います。
　そういう意味で、社会保障の在り方というようなことについても、これから国民会議を開いて、そのあるべき姿、将来のあるべき姿というものをこれを考えていきたいと思っております。そういう中から、どれだけの負担を国民が負うべきか、そしてどれだけのサービスを受けるべきかといったようなことが浮かび上がってくるようにしたいと、こういうふうに思っておりますけれども、高齢化時代であります。そして少子化、若い人が減ってくると、こういう状況の中で、支える若い人たちが重税にあえぐというのもこれも問題があるわけでありますから、その辺のバランスをいかに取っていくかということがこれからの大きな課題であるというように認識しております。
○田中康夫君　今の発言は、政策研究大学院大学の教授の松谷明彦さんという、福田さんも十分御存じの方の発言であります。
　実は、アメリカでは、一九九〇年代に減税をした上位十州というものは、減税をしたことで逆に雇用が増え、企業の進出が増え、一人当たりの所得が増え、そして消費も増えました。
　三菱総合研究所は、消費税を今の努力をしないまま五％上げれば、ＧＤＰは一・九％減少、民間消費は二・七％減少すると言っています。つまり、ゼロ成長になっちゃうということです。
　サウスカロライナ州というところのマーク・サンフォードという知事は共和党の知事です。この間バラク・オバマが勝利をした州であります。そこにおいては、積極的な減税をして、無駄な補助金、ポークと呼ばれる既得権益の補助金をやめることによって、全米で最も経済が成長して一般の方々の収入も増えたということです。
　今こそ日本はこうした逆転の発想をしなくてはいけません。
　福田さんは、井戸を掘るなら水が出てくるまで掘り続けるとおっしゃった。しかし、水が出ないような場所を掘り続けてきたのが今までの日本の箱物行政を始めとする政治だったのではないでしょうか。
　的確な認識を持って、迅速な行動をして、そして明確な責任を取る、これこそが政治であると私は考えております。井戸を掘り続けるだけでは硫黄島の悲劇と同じようなことになります。私たちの少子社会の中で、どこにどのような形をするのか、日本のこの社会の在り方というものを抜本的に考える、そうしたことこそがリーダーの責務である。その責務を負えないとおっしゃるのであるならば、私どもが民主党の方々と一緒に日本の社会をより良くするために担う決意があるということを最後に申し上げ、私の質疑とさせていただきます。
　どうもありがとうございます。
○委員長（鴻池祥肇君）　これにて田中康夫君の関連質疑は終了いたしました。
